○滝川地区広域消防事務組合火災調査規程

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　定　昭和53年４月１日訓令第１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正　平成元年１月13日訓令第１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成６年４月１日訓令第８号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成７年２月22日訓令第１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成15年６月17日訓令第４号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成16年３月16日訓令第１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年９月１日訓令第５号
平成26年３月28日訓令第２号
平成28年３月22日訓令第４号
平成29年３月28日訓令第２号

平成29年７月20日訓令第３号

　（趣旨）

第１条　この規程は、消防法（昭和23年法律第186号。以下「法」という。）第７章の規定に基づく火災の調査（以下「火災調査」という。）について、必要な事項を定めるものとする。

　（火災調査の目的）

第２条　火災調査は、火災の原因及び損害の程度を明らかにして、火災予防対策並びに消防施策の充実強化に必要な基礎資料を得ることを目的とする。

　（基本的事項）

第３条　この規程に定める用語の意義その他火災の取扱いについての基本的事項は、火災報告取扱要領（平成６年消防災第100号消防庁長官通知）に定めるところによる。

　（調査の区分）

第４条　火災調査は、火災の原因の調査（以下「原因調査」という。）並びに火災及び消火のために受けた損害の調査（以下「損害調査」という。）に区分する。

　（火災調査員）

第５条　火災調査に従事する消防職員（以下「調査員」という。）は予防担当の職員とする。ただし、調査を担当する職員は相互に連絡調整を図らなければならない。

２　消防長は、火災の規模又は火災原因の特殊性により特に必要があると認めるときは、担当する職員を指名して調査を命ずることができる。

　（調査員の心得）

第６条　調査員は、常に火災現象及び関係法令の研究に努め、調査に必要な知識の習得をはかり、調査技術の向上を期さなければならない。

２　調査員は、先入観にとらわれることなく、常に事実を適正に判断し、合理的に火災原因の立証及び損害の調査に努めなければならない。

３　調査員は、相互に連絡協調して調査の進展をはかると共に、関係警察職員と緊密な連絡を保持し、相互協力に努めなければならない。

　（調査の着手）

第７条　火災調査は、火災の覚知と同時に着手し、火災の炎上中及び鎮火後にわたって行わなければならない。

２　調査員は、炎上中の現場において人命の救助、又は危険物の燃焼等緊急に処置を講ずべき事象を発見したときは、直ちに必要な手段を講じなければならない。

　（火災状況の見分）

第８条　調査員は、次の各号に定める事項について綿密に見分を行い、火災状況の把握に努めなければならない。

　⑴　出場途上における火煙の状況

　⑵　火災現場（以下「現場」という。）到着時の燃焼部位及び延焼の状況

　⑶　燃焼の経路及びその経過

　⑷　燃焼中における特異な現象及び現場附近の人の動き

　⑸　消防隊の活動状況

　⑹　火災による焼損物件及びり災者の状況

　⑺　その他必要と認める事項

２　調査員は、前項に定める見分事項のうち、調査員において把握できない事項で、原因調査上必要と認める事項があるときは、関係ある消防隊員が見分した事項について資料の提出を求めることができる。

３　前２項の規定による見分結果は、火災出場時における見分調書（別記第１号様式）によりこれを記録するものとし、必要に応じ図面及び写真を添えるものとする。

（聞込調査）

第９条　調査員は、火災状況の見分と併せて、次の各号に定める事項について現場附近の聞き込み調査を行わなければならない。

　⑴　火災の早期発見者その他火災の発生に関係ある者

　⑵　出火当時の燃焼状況

　⑶　出火前後における特異な現象及び人の動き

　⑷　その他必要な事項

　（現場保存）

第10条　消防隊員その他消防活動に関係ある者は、できる限り焼失前の状態が察知できるよう現場の保存に注意し、特に残火処理に際して出火箇所と認められる附近の物件を移動し、又は破かいしようとするときは、その旨を調査員に連絡し、原状が判断できるように処理しなければならない。

２　消防署長は、現場保存のため必要があると認めるときは、現場保存区域を定め、調査員以外の者の出入を禁ずることができる。

　（鎮火後の見分）

第11条　調査員は、鎮火後の現場において、次の各号に定める事項について詳細に見分し、原因調査及び損害調査に必要な資料の収集に努めなければならない。

　⑴　柱、はり、桁等の倒壊の状況

　⑵　屋根、天井等の落下状況

　⑶　焼損の程度及び燃焼の進み方

　⑷　不燃性物質の変色、亀裂、溶融等の状況

　⑸　その他必要な事項

２　調査員は、前項の見分を行うため必要があるときは、発掘見分を行うことができる。

３　調査員は、前２項の見分を行うときは、関係者の立会を求めるように努めなければならない。

４　調査員は、鎮火後の見分をしたときは、その結果を実況見分調書（別記第２号様式）に図面及び写真を添え記録するものとする。

　（質問）

第12条　調査員は、火災の発生に関係ある者、又は火災の早期発見者等に対し、火災原因の判定に必要と認められる事項について、時期を失することなく質問しなければならない。

２　前項の質問は、被質問者が直接経験した事実について任意の供述を得るように努め、みだりに供述を誘導してはならない。

３　調査員は、質問を行ったときは、その結果を質問調書（別記第３号様式）又は現場質問調書（別記第３号様式の２）に記録しなければならない。

４　前項の質問調書を作成したときは、これを被質問者に閲覧させ、又は読み聞かせて誤りのないことを確認した後、署名を求めておかなければならない。

　（火災原因の判定並びに損害の調査）

第13条　調査員は、火災の原因が確定したときは、火災原因判定書（別記第４号様式）を作成しなければならない。

２　前項の火災原因判定書には、当該火災原因の確定に至った経過を明確に記載し、事実を立証できる資料を添えるものとする。

３　調査員は、火災によって生じた焼き損害及び消火損害等を調査し、損害調査書（別記第５号様式）を作成しなければならない。

　（官公署への照会）

第14条　消防署長は、火災調査のため必要があるときは、関係ある官公署に対し、火災調査関係事項照会書（別記第６号様式）により、必要事項について通報を求めるものとする。

　（資料提出指示）

第15条　消防署長は、火災調査のため必要があるときは、関係者に対し火災調査資料提出指示書（別記第７号様式）により次の各号に定める資料の提出を求めるものとする。ただし、関係者が任意に提出したときは、この限りでない。

　⑴　不動産り災申告書（別記第８号様式）　不動産に損害があったとき

　⑵　動産り災申告書（別記第９号様式）　動産に損害があったとき

　⑶　車両・船舶・航空機り災申告書（別記第10号様式）　車両、船舶、航空機に損害があったと　き

　⑷　前各号に定めるもののほか消防署長が火災調査上必要と認める資料

２　前項の規定により提出する資料には、火災調査資料提出書（別記第11号様式）を添えるものとし、これを受領したときは、受領書（別記第11号様式の２）を交付する。

　（損害調査）

第16条　削　除

（調査結果の報告）

第17条　調査員は、火災が鎮火したときは、直ちに火災速報（別記第12号様式）により火災の概要を報告しなければならない。又、火災に至らなかった出動及び隣接市町への応援出動については、出動報告書（別記第13号様式）により報告するものとする。

２　調査員は、火災調査が完結したときは、火災調査報告書（別記第14号様式）に関係資料を添え、報告しなければならない。ただし、火災原因の決定が長期にわたる場合、又は特に必要があるときは、完結するまでの間、適宜調査の経過を火災調査中間報告書（別記第15号様式）によって報告するものとする。

　（り災証明書）

第18条　り災証明書の交付を受けようとする者は、り災証明申請書により消防長に申請するものとする。ただし、当該様式により難い理由がある場合は、他の様式により申請することができる。

２　前項の証明について必要な事項は、別に定める。

　（防火管理等調査）

第19条　法第８条に規定する防火対象物の火災調査をするときは、第４条の調査に併せて防火管理等調査書（別記第16号様式）を作成しなければならない。

　（死傷者調査書）
第20条　調査員は、火災により死傷者が発生した場合は、死傷者調査書（別記第17号様式）を作成しなければならない。
（施行細目）

第21条　この規程に定めるもののほか必要な事項は、その都度消防長が定める。

　　　附　則

　この規程は、昭和53年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成元年１月13日訓令第１号）

　この規程は、公布の日から施行し、昭和64年１月１日から適用する。

　　　附　則（平成６年４月１日訓令第８号）

　この規程は、公布の日から施行する。

　　　附　則（平成７年２月22日訓令第１号）

　この規程は、公布の日から施行し、平成７年１月１日から適用する。

　　　附　則（平成15年６月17日訓令第４号）
この規程は、公布の日から施行し、平成15年６月１日から適用する。
　　　附　則（平成16年３月16日訓令第１号）

この規程は、平成16年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成21年９月１日訓令第５号）

この規程は、公布の日から施行する。
附　則（平成26年３月28日訓令第２号）
この規程は、公布の日から施行する。
附　則（平成28年３月22日訓令第４号）
この規程は、平成28年４月１日から施行する。
　　附　則（平成29年３月28日訓令第２号）
この附則は、平成29年４月１日から施行する。

　　附　則（平成29年７月20日訓令第３号）

この附則は、公布の日から施行する。
